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2025 年 10 月 31 日 

各 位 

会 社 名 中  国  塗  料  株  式  会  社  

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 伊 達  健 士 

 （コード番号：4617  東証プライム） 

問合せ先 常務執行役員 管理本部長  仲 村  新 二 

 （TEL：03-6457-9057） 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年 10 月 31 日開催の取締役会において、2026 年７月１日を効力発生日として、当社の

完全子会社である文正商事株式会社（以下「文正商事」）を吸収合併（以下「本合併」）することを決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開

示しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

文正商事は、山口県や福岡県を主な商圏とする当社の販売子会社です。このたび当社は、販売チャネ

ルを一本化するとともに、グループ経営の合理化及び業務の効率化を図るため、文正商事を吸収合併す

ることといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会     2025 年 10 月 31 日 

合併契約締結日       2025 年 10 月 31 日 

合併予定日（効力発生日） 2026 年７月１日（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に定める簡易合併であり、文正商事において

は会社法第 784 条第 1 項に定める略式合併であるため、いずれも株主総会の承認を得ることな

く合併いたします。 

 

（２）合併方式 

当社を吸収合併存続会社、文正商事を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式で、文正商事は効力

発生日をもって解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当の内容 

当社の完全子会社の吸収合併であるため、本合併による新株式の発行及び金銭等の交付は行いま

せん。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

  存続会社 消滅会社 

（１） 名 称 中国塗料株式会社 文正商事株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 広島県大竹市明治新開 1番 7 
山口県下関市彦島江の浦町一丁

目 6番 18 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 伊達 健士 代表取締役社長 岡野 裕康 

（４） 事 業 内 容 塗料の製造・販売 塗料の販売 

（５） 資 本 金 11,626 百万円 10 百万円 

（６） 設 立 年 月 1917 年５月 1951 年９月 

（７） 発 行 済 株 式 数 55,000,000 株 8,000 株 

（８） 決 算 期 ３月 12 月 

（９） 大株主及び持分比率 日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社（信託口）    13.39％ 

株式会社日本カストディ銀行 

（信託口）        8.20％ 

株式会社広島銀行        4.90％ 

明治安田生命保険相互会社  4.03％ 

今治造船株式会社        3.65％ 

株式会社三菱 UFJ 銀行      3.13％ 

正栄汽船株式会社        2.62％ 

中国塗料取引先持株会      2.60％ 

株式会社みずほ銀行       2.02％ 

THE BANK OF NEW YORK 133612 1.83％ 

中国塗料株式会社        100.0％ 

（10） 直前会計年度における財政状態及び経営成績 

決 算 期 2025 年３月 31 日（連結） 2024 年 12 月 31 日（単体） 

純 資 産 89,435 百万円 1,110 百万円 

総 資 産 144,777 百万円 1,489 百万円 

１株当たり純資産 1,684.84 円 138,784.24 円 

売 上 高 131,152 百万円 1,289 百万円 

営 業 利 益 15,381 百万円 71 百万円 

経 常 利 益 16,481 百万円 115 百万円 

親会社に帰属する当期純利益 13,721 百万円 87 百万円 

１株当たり当期純利益 276.78 円 10,931.69 円 

 

４．合併後の状況 

本合併に伴う当社の商号、本店所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期についての変更はあり

ません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は当社の完全子会社との合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 
以 上 


